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研究成果の概要（和文）：新型コロナウイルスの感染拡大によって制約を受けての研究だったが、2023年度に研
究分担者の海外渡航も実現し、多くの研究成果を得ることができた。研究代表者は主として非営利組織会計に関
する学会報告及び論文を執筆した他、『非営利組織会計の基礎知識』（共著）を出版することができた。分担者
においては各種学会報告の他、『アイデンティティ業績管理会計』を出版することができた。定期研究会はほぼ
毎月行ってきたが、対面開催が実現したことに伴い、他の研究者を招いた研究成果の報告を行った。
研究期間の延長を通じ、ほぼ当初に予定されていた研究計画が達成できたものと考える。また研究成果は、2024
年度にも公表予定である。

研究成果の概要（英文）：Our research  mainly relate to accounting for nonprofit organizations, the 
principal investigator was able to publish ``Basic Knowledge of Accounting for Nonprofit 
Organizations'' (co-authored). In addition to various academic conference reports, the co-author was
 able to publish ``Identity Performance Management Accounting''. Since we have been able to hold 
them face-to-face, we have invited other researchers to report on our research results.
Through the extension of the research period, we believe that we were able to achieve most of the 
originally planned research plans. The research results are also scheduled to be published in 2024.

研究分野： 非営利組織会計・政府会計

キーワード： 非営利組織会計　政府会計　公会計
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研究成果の学術的意義や社会的意義
われわれの研究は主として政府会計や非営利組織会計に関連している。研究手法としては、定性的研究と定量的
研究の融合、また企業会計の知見を活用できる研究分担者の構成となっている。企業会計と比較して相対的に研
究成果や著書の公表が少ない分野であるゆえ、我々の研究成果は当該分野を研究する研究者のみならず、政府・
非営利組織会計分野で活躍する会計専門家や非営利分野の会計実務に携わる実務家にとっても有用なものと考え
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 政府や非営利組織の会計は変革期にあるがその方向性は必ずしも明確ではなく、財務情報と
非財務情報のつながりも不明確な点がある。発生主義会計がなぜ浸透しないのか、導入後一定期
間経過しても抵抗が強いのかという問題意識をもとに、制度論や数理的モデルを用いた研究等
さまざまなアプローチをとる研究者が知見を結集して研究を進めたいと考えたのが研究開始当
初の背景である。 
 
 
２．研究の目的 
我々の提唱する財務報告モデルは、財務情報と非財務情報の統合的な報告・財務諸表の表示区

分の再構成・求められる注記情報の要件の明確化と例示・情報作成者・利用者にとってのインセ
ンティブの明確化にある。 
 
 
３．研究の方法 
政府や非営利組織会計の利害関係者がガバナンスやサステイナビリティの判断に資する情報

について、作成者側に情報開示のインセンティブを与える財務報告モデルを構築する。 
 
 
４．研究成果 
 2019 年度は、研究代表者は、主として米国・英国の非営利組織会計の最新状況について、調
査・研究を行った。また、新たな取組としては、社会福祉法人のインタビュー調査や、少子高齢
化により大きな問題になっている年金会計についても、新たに研究を開始している。 
研究分担者は、まず「統一的な基準による地方公会計マニュアル」における債権の会計処理や開
示規定を整理したうえで、このマニュアルに基づいて作成された 2017 年度（平成 29 年度）の
地方自治体の連結財務書類を用いて実態調査を行った。その結果、固定資産の部に計上されてい
る長期延滞債権は金額的にも多いことが明らかになり、長期延滞債権に対して減損処理を適用
する余地はあると考えた。そして、日本の公会計基準に予想信用損失モデルを採用するとしても、
まず企業会計基準（金融商品に関する会計基準）の整備が必要であると考えるとともに、状況に
応じて予想損失を測定するモデルを変えるという方向性もあり得ることを指摘した。 
その他、法人形態の変更（営利組織の非営利化、非営利組織の営利化、民営化、公営化）が、会
計情報の質や経営の自由度に応じて生じる可能性について、エイジェンシー理論に依拠した数
理モデルを用いて検討した。これは、会計基準設定主体に対する示唆を与えるとともに、法人形
態の変更に関する議論に新たな視点を与える。 
2020～21 年度は、コロナ禍ということであったため、研究計画にあった国内出張や海外出張は
かなわなかった。また、年度当初予定していた学会報告も、学会の一部中止や延期により取りや
めとなったものもあった。しかし、研究代表者及び分担者全員が出席する形での研究会について
は、ほぼ予定通り、全 11 回（毎月１回）にわたって研究会を開催した。開催形式は、すべて zoom
によるオンライン開催とした。また、研究代表者及び研究分担者は、政府会計及び非営利組織会
計の研究を各自進めることができた。 
 2022 年度は、研究会を通じて政府会計の課題と非営利組織会計の課題の両方に取り組んだ。
研究代表者は、米国 FASB の非営利組織会計の動向や課題についての論文を発表するほか、国際
的な非営利組織会計基準に関連して学会報告を行った。具体的には、非営利組織における寄付等
の会計や、非営利組織に残された課題の明確化を行った。 
研究分担者は，独立行政法人の管理者の業績評価において，国民の負担に帰せられるが損益計算
書計上外となるコストを利用する可能性を示した。具体的には，数理モデルと独立行政法人の財
務データを用いた実証分析を通じて，管理者の裁量外であるが国民の負担には帰せられるコス
トを管理者の業績評価において考慮することで国民の期待効用が改善されうることを示した。
このほか、公会計における資産の評価や天然資源の会計に関する研究も進めた。 

2022 年度においては、研究代表者は本科研費研究に関連して米国ニューヨーク・ワシントン
DC での非営利組織の会計実態に関連する訪問調査・非営利法人会計にかかる関連書籍の出版
（共同執筆）・非営利法人におけるファンドレイジングの会計に関する学会報告（非営利法人研
究学会全国大会）を行った。 
 研究分担者においては新型コロナウイルスの状況が改善したことを受けて、欧州その他の海
外での学会報告を再開している。研究分担者の研究の中では、マネジメント・コントロールの手
段として、業績評価に加えて、行動目標を用いるべきであるのはどのような場合であるのかを組
織構成員のアイデンティティと、行動目標を設定するために生じるコストに着目し、数理モデル
を用いて分析的に示した。公共部門においては、業績指標の設定が困難な場合もあり、そのとき
にいかにインセンティブを与えるかに示唆を提供している。 



新型コロナウイルスの感染拡大によって制約を受けての研究だったが、2023 年度においては
研究分担者の海外渡航も実現し、多くの研究成果を得ることができた。また 2022 年度までオン
ラインで行っていた科研費の研究会も、概ね対面に戻すことができた。研究代表者は主として非
営利組織会計に関する学会報告及び論文を執筆した他、白桃書房より『非営利組織会計の基礎知
識』（共著）を出版することができた。分担者においては各種学会報告の他、『アイデンティティ
業績 管理会計』を出版することができた。定期研究会はほぼ毎月行ってきたが、対面開催が実
現したことに伴い、研究代表者及び研究分担者だけではなく、他の研究 者を招いた研究成果の
報告を行った。研究期間全体を通じて、当初は新型コロナウイルスの感染拡大により予定してい
た海外訪問が中心になる、また研究会の延期などにより研究及び研究成果の公表 が当初計画か
ら遅れたが、2023 年度の研究期間の延長を通じ、ほぼ当初に予定されていた研究計画が達成で
きたものと考える。とりわけ研究分担者の若林は複数回の海外学会報告を行うことができたほ
か、単著の出版も実現した。また本科研費における研究成果は、引き続き 2024 年度にも公表予
定である。また、本科研費の研究をより発展させるべく、新たな科研費プロジェクトに応募し、
採択をいただいた事に感謝申し上げたい。貴重な資源を有効活用し、引き続き研究を発展させる
次第である。 
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